















































































































































































































































































































































































































































































































（9）	 EU,	 Green	 Paper	 :	 22.11.2006,	 Modernising	 Labour	 Law	 to	 meet	 the	 challenges	 of	 the	 21st	 century:	
Commission of The European Communities.






































































































































































































































出所：	Günther	 Schmid	 and	 Bernard	 Gazier（eds.）,	 The Dynamics of Full Employment: Social 
Integration Through Transitional Labour Markets,	Edward	Elgar,	2002の図を大幅に訂正。
出典：	宮本太郎『生活保障』岩波書店，173頁。
314─　 ─
⑶	　高齢者の収容施設も，公的機関では一時金を支出する義務がないために，高齢者が
殺到して，数年間は入所を待たされる。民間で建設した高齢者施設は高い一時金を支
払うことを強いられる。高齢者施設の建設と運営に外国資本が参入して日本のゼネコ
ンとの競争があれば，一時金の金額は大幅に低減され，入所者の地位も改善される。
⑷	　わが国の住宅供給活動においても，外国資本の参加と国内資本との競争を促進する
ことが国民の住宅事情の改善につながる。外資が参入して，わが国の建設業者と競争
することで，低い家賃での住宅の提供が可能となる。
（受理日：平成26年７月28日）
（校了日：平成26年９月16日）
─　 ─315
〔抄　録〕
日本社会と経済は有史以来の大きな危機を迎えている。経済の停滞が続くだけではな
く，その回復の兆候が全くみられない。日本経済の停滞は，外国での IT産業を中心とす
る高度な技術革新や新たなサービス産業の進展に対応することのできなかった日本のリー
ダーによる社会経済運営に対する不作為によるところが大きい。日本経済復活の条件は，
高度技術やサービス産業を担う能力である企業経営の経営戦略を確立することであり，ま
た，そうした新たな産業を担う特殊な戦略形成の技術を有する創業経営者を育成すること
である。さらに，そうした新しい産業活動を担うことのできる熟練労働者と有能な勤労者
を育成することが日本経済の発展を促進するカギとなる。企業経営を担う本格的な経営戦
略の策定と勤労者の職業再訓練が今後の経済発展の大きな重要な要因となる。残念なこと
に，新しい産業育成に向けた問題意識が政治家にも経済界にも欠けている。
本稿は，現役で企業に働く労働者の職業再訓練を含めて勤労者の再訓練方式の在り方を
確認するものである。わが国では，勤労者に対する職業訓練は企業内訓練という形態を主
流とした極めて幼稚な段階に止まるが，欧州各国では，多様な方式の対応策が採用されて
いる。さらに，日本では，低所得の非正規労働者に対する職業訓練は，就労支援を中心と
するものであり，初歩的な水準にある。勤労者に対する手厚い支援が行われてきた欧州諸
国，特にスウェーデンの事例を解説し，さらに1960年代より勤労者の職業訓練に取り組ん
できた欧州諸国の事例を参照して，職業再訓練の有効な在り方を再点検することとする。
その上で，本稿では，日本経済の復活を目指す経済政策の在り方を提示して，勤労者の支
援対策の意義を提示するものとする。

